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高齢者が災害後の避難生活における関連死の 8 割以上を占めたこと（内閣府, 2016a）、災害
時要配慮者の健康状態や介護度が悪化したこと（横山, 坂田, 鈴木, 小野田, 小川, 小林, 
2015；酒井, 2012）が明らかとなった。また、避難行動に関する個別計画の策定状況は、
33.3％が個別計画を策定し、更新中（総務省, 2013）という状況であり、平成 28 年熊本地






















ス（居宅、地域密着型、施設）を受給している者は 521 万人である（厚生労働省, 2015）。
平成 26 年患者調査（厚生労働省, 2015）によると、在宅医療を受けた外来患者数は年々増






























































O'Brien&Fenza, 2008）。日本では災害対策基本法（平成 25 年 6 月改正）で「高齢者、障害
者、乳幼児その他特に配慮を要する者」を災害時要配慮者として定義している。この概念は、








の 1994 年の兵庫県の高齢化率は 12.9％であったのに対し、震災による 65 歳以上の死亡は
43.7％であり、人口構成比に対して 4 倍近い割合で高齢者に被害があったことが明らかと
なった（三谷, 村上, 今村, 2014）。2011 年の東日本大震災では、広域かつ甚大な被害であ
ったために、多くの命が犠牲となった。被災県の岩手、宮城、福島の 3 県の調査では、死者




震では、女性と高齢者において地震による死亡率が高いことが示され（Chan, Lin, Chen, 
Chang, Cheng& Chen, 2003）、地震以外の災害においては、2005 年、ガルフコースト地域
を襲い 1,330 人の死者を出したハリケーン・カトリーナでは、死者の多くが高齢者であるこ
とが明らかとなり、ルイジアナでは高齢者が死者の約 71％を占め、多くが自宅や地域で亡



















災関連死の死者数は、2015 年 9 月 30 日の時点で 3,407 人にのぼり、このうち 66 歳以上が
3,018 人と全体の 88.6％を占めていることが明らかとなっている（内閣府, 2016a）。また、
要介護高齢者は避難所生活において体力が低下し、要介護度が悪化したことが報告されて
いる（酒井, 2012）。被災した岩手県、宮城県、福島県の 3 県では、震災前と比較すると次
年度である平成 24 年度の介護保険制度による新規要支援・要介護認定者数が増加した（安
















































































































どの衛生環境が悪かったことが報告されている（Ishi, 2011)。さらに、東日本大震災後 1 か
月以上経過した時点で、パーテンションなどで避難所内の個人の場所が区切られ、ある程度






































































































































こと（松岡, 2016）、震災後呼吸器疾患により入院した患者を解析した結果、約 7 割が 65 歳
以上であり、また 3 週間以内の入院であったこと、そして約 6 割の症例が肺炎であったこ
と（前田, 中川, 横山, 1996）が明らかとなった。東日本大震災における宮城県気仙沼市立
病院からの報告では、津波後の肺炎の特徴として、年齢層は 80 歳以上は 55％、70 歳以上
は 85％であり、高齢者がほとんどを占めており、入院経路としては、避難所からの入院が
45％、自宅からは 18％、施設からは 20％であり、避難所からの入院が自宅や施設からの入
院に比べて多かった（沖水, 2011)。石巻赤十字病院においても、東日本大震災後 1 から 2 週
間にかけて、肺炎による入院が増加し、震災後 60 日間の肺炎による入院患者のうち約 7 割
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る。東日本大震災では、災害発生から 2 週間で、少なくとも慢性疾患の悪化で 282 人が死





 Uchimura et al.（2014）の研究では、東日本大震災後の心疾患の被災県における死亡率




































おり、東日本大震災では 6 か月以降も持続していたことが報告されている（水尻, 2015）。 
 大川（2013）は、新潟中越地震 6 か月後の調査で、65 歳以上の高齢者 1,785 人のうち非
要介護認定高齢者の 3 割に地震後歩行困難が出現し、6 か月後にもその 3 分の 1 強が回復
していなかったこと、要介護認定高齢者では 3 分の 2 に歩行困難が出現し、そのうちの 6
割が回復していなかったことを明らかにした。また東日本大震災の調査では、発災 1 か月
後から生活不活発の発生を確認しており、発災 1 年 7 か月後の調査において、非要介護認
定高齢者 3,680 人中の 29.1％に歩行困難が回復しないままであることを示した。河村、鈴
木（2014）の調査も同様の結果であり、不活発な生活を強いられている高齢者が男女とも










































歳未満と 65 歳以上で比較した場合、65 歳以上の高齢者の方が高い可能性を指摘した。ま
た、2008 年四川大地震後の PTSD は弱年層に比較し高齢者は優位に高率に発症したことが
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           4 か月 
    2 か月 
生活不活発病    
睡眠障害    
精神症状    
 
 




 阪神・淡路大震災では、災害関連死は 919 人であり、死者数全体の 14.35％を占める（兵
庫県, 2005）。神戸市の災害弔慰金認定者のうち 60 歳以上は 89.6％であり、1 か月以内の死
亡が 62.3％を占め、死亡原因は、循環器系疾患 37.9％（心疾患、脳疾患）、呼吸器系疾患
35.0％（肺炎、その他の呼吸器系疾患）、消化器系疾患 3.6%、血液造血器疾患 2.0%、自殺
0.7％、既往症の悪化 21.0％であった（上田, 石川, 安川, 1996）。また、阪神・淡路大震災











難している人々の死亡率と比較して 18 から 45 倍高かったという報告がある（上田, 2005a；
上田, 2005b）。また、この災害による関連死の 72％は 65 歳以上の高齢者であり、そのうち
基礎疾患のある人が 82％であった（西村, 2010)。災害関連死は、高齢者の身体的要因が大
きく関与していると考えられる。 
 東日本大震災における災害関連死の死者数は、2015 年 9 月 30 日の時点で 3,407 人にの
ぼり、このうち 66 歳以上が 3,018 人と全体の 88.6％を占めていることが明らかとなってい
る（内閣府, 2016a）。また 2012 年 8 月 21 日に出された「震災関連死に関する検討会（復
興庁）」の「東日本大震災における震災関連死に関する報告」によると、災害関連死 1,623
人の分析の結果、その死亡時期は発災から 1 か月以内で約 5 割、3 か月以内で約 8 割であ
り、原因としては①「避難所における生活の肉体・精神的疲労」が約 3 割、②「避難所等へ
の移動中の肉体・精神的疲労」が約 2 割、③「病院の機能停止による初期治療の遅れ等」が






救援対策室, 2011)。平成 28 年熊本地震における災害関連死の認定基準が、熊本市災害弔慰
金等支給審査委員会によって決定された。それによると、関連死は、平成 28 年熊本地震の
影響（地震及びその後の余震に起因する家屋・家財の倒損壊、医療機関や介護施設等の機能






った。平成 28 年熊本地震では、死者は 228 人、そのうち災害による負傷の悪化又は避難生
活等における身体的負担による死者数は 170 人であった（内閣府, 2017b）。つまり、災害の
直接死は 50 人であり、災害関連死はその 3 倍以上となっている。さらに、関連死と認定さ
れた熊本県内の 167 人のうち 70 歳以上の高齢者が 133 名と災害関連死全体の約 8 割以上
であり、避難生活において車内で寝泊まりをする車中泊を 1 泊でもした人は少なくとも 36







































ージャーが自主的に実施し、地震発生 1 週間で 900 名を超える在宅サービス利用者の 8 割











 2011 年の東日本大震災では、被害が大きかった岩手、宮城、福島の 3 県で介護等を必要






















































































ス CINAHL Plus with Full Text を用いて収録年数を限定せずに、「disaster」 AND 「older 





 医学中央雑誌、CINAHL Plus with Full Text により検索できた文献 82 文献は、2001 年
から 2017 年に出版されたものであり、文献検討が 4 文献、災害の備えに関するものが 23
文献、災害後の健康課題等に関するものが 55 文献であった。文献検討では、災害後の高齢
者のリロケーションに関するもの（渡邊, 野嶋, 2015）、災害に対する虚弱高齢者の災害にお
ける脆弱性を明らかにしたもの（Fernandez et al., 2002）、高齢者に対する自然災害の影響






ている。また、災害後に関する 55 文献のうち、日本の災害を対象としたのもが 20 文献（地
震を対象としたものが 23 文献、水害が 1 文献）、海外の災害を対象としたものが 35 文献
（地震を対象としたものが 11 文献、ハリケーンが 14 文献、洪水が 11 文献、台風が 1 文
献、事故が 3 文献、テロが 2 文献）であった（表 2）。 
 
表 2 災害時の高齢者に関する先行研究内容 
研究内容 文献数 
文献検討 4（日本 1、海外 3） 
備え 高齢者・要介護高齢者などの備え 18（日本 7、海外 11） 
高齢者施設等の備え 3（日本 1、海外 2） 
地域包括支援センターの備え 1（日本 1） 
要介護高齢者の介護者の備え 1（日本 1） 
災害後 まちづくり・コミュニティに関するもの 3（日本 2、海外 1） 
健康課題や生活 38（日本 11、海外 27） 
災害に対応する力、コーピング 9（日本 4、海外 5） 
避難 2（海外 2） 
健康行動に対する看護の影響 1（日本 1） 








































































災害後に焦点をあてた 27 文献では、災害後のうつ症状や不安、PTSD などの災害による
精神的側面への影響に関する研究が最も多く、15 文献であった。これらの研究結果から、
高齢者には、災害後長期的に PTSD などの精神的影響が持続しており（Chen, Shen&Chen, 
2012）、また精神的健康には、性別や身体的健康状態、家族機能、家族の死、生活の場の移
動 が 関 係 し て い る こ と が 明 ら か と な っ て い る （ Chen et al., 2011 ； Kamo, 
Henderson&Roberto, 2011）。そして、高齢者への支援として、災害後早期から長期的な精
神的支援が必要であることが示唆されている。一方で、高齢者以外の年齢層と比較すると、
災害後の高齢者の精神症状に違いは見られなかった（Chung, Dennis, Easthope, 














ティブな側面も示されている（Giuliani, Mattei, Santilli, Clori, Scatigna&Leila,  2014; 
Ardalan et al., 2011）。これらのことより、災害により、高齢者は心理面だけではなく、身
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田, 1970, pp4-5）。 
 現象学は 20 世紀初頭に Edmund Husserl によって提唱された哲学上の立場（木田, 1970）
である。そして、Husserl 以後、この考え方は、哲学の大きな流れの一つになり、その後

























































































を高齢者としていることから、高齢者を 65 歳以上と定義する。 
  





































































は、震災から 2 年半後においても、調査対象者約 300 名の応急仮設住宅の住民のうち 10.3％
がしばしば地震を思いだすと回答しており、思い出した時に辛いと答えていた人が 7.5％い








































































































































































年 12 月 31 日までであればいつでも辞退・中止することが可能であり、また、研究協力者









 基本属性、逐語録は ID 番号を付与し無記名で行い、個人が特定されないようにした。ID
番号は ID 対応表で管理し、ID 対応表は鍵のかかる場所（兵庫県立大学に在学中は博士自
習室の鍵のかかるロッカーに保管、その後は自宅の鍵のかかる場所）かつ、その他のデータ
とは別に保管する。IC レコーダーに記録された音声ファイルは、インタビュー終了後 USB
































ができる。また、研究協力者は 1000 円程度の粗品を受け取った。 
 
  





研究フィールドは平成 28 年熊本地震で被災した地域であり、震度 7 を記録した熊本県上
益城群益城町と阿蘇郡西原村であった。平成 28年熊本地震の概要と、地域の特徴を述べる。 
1） 平成 28 年熊本地震 
 平成 28 年熊本地震の概要は以下の通りである。平成 28 年 4 月 14 日午後 21 時 26 分、
熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード 6.5、その 2 日後の 4 月 16 日午前 1 時 25 分、
熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード 7.3 の地震が発生した（内閣府, 2017b）。14 日
の地震では、熊本県上益城郡益城町で震度 7、16 日の地震では熊本県上益城郡益城町、阿
蘇郡西原村で震度 7 を観測した。平成 29 年 4 月 13 日現在、この 2 回の地震による人的被
害は死亡 228 名（直接死が 50 名、その他 178 名）、重軽傷者が 2,753 名、物的被害は住宅
全壊 8,697 棟、半壊 34,037 棟と報告されている。さらに、4 月 16 日の地震後約 6 か月間










ては、災害急性期から医療支援チームが熊本に入り、DMAT（Disaster Medical Assistance 
Team）は約 500 班、日本赤十字救護班は 399 班、JMAT（Japan Medical Association Team）







 熊本県では、平成 29 年 10 月 1 日現在、高齢化率が 30.0％、高齢者数が約 53 万人と「県
民の 3.3 人に 1 人以上が 65 歳以上の高齢者」であり、その半数以上（約 28 万 2 千人）が
75 歳以上という状況である（熊本県健康福祉部長寿社会局、2018）。高齢者関連資料（熊本
県健康福祉部長寿社会局、2018）によると、高齢者（65 歳以上）に対する要介護（要支援）
認定者数の割合は 20.3％で全国の 18.1％より高い。また、一般世帯数における「65 歳以上
の世帯員がいる世帯数（総数）」の割合は、平成27年において全国と比較すると熊本県45.7％
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28 年熊本地震では、14 日、16 日の 2 度の地震で震度 7 を記録した。地震の被害状況は、









帯に高齢者がいることが分かる。平成 28 年熊本地震では 14 日は震度 6 弱、16 日は震度 7
を記録した。被害状況は死者 5 名、災害関連死 3 名、家屋被害は全壊が 513 棟で、半壊以

















 研究協力者は女性 8 名男性 1 名の合計 9 名（A から I）で、平均年齢は 84.9 歳（78 歳か
ら 90 歳）であった。研究協力者 9 名のうち 2 名が一緒に同居する家族とともにインタビュ
ーに参加した。A から F の 6 名の研究協力者は災害発生以前から介護保険制度によりサー
ビスを利用しており、G から I の 3 名の研究協力者は災害発生後に介護保険制度によりサ
ービスを利用していた。現在の要介護度は、要支援 1 から要介護 2 であった。9 名の研究協
力者のうち 4 名が 1 人暮らし、5 名が配偶者あるいは子どもとともに生活をしていた。9 名
のうち 8 名が、日常的に家族からの支援を得て生活をしており、一人暮らしかつ家族の支
援がない独居高齢者は 1 名であった。 
インタビューは１人につき 1 回行い、インタビューの平均時間は 69 分であった。インタ




 要介護高齢者（A 氏から I 氏）一人ひとりの被災地域で災害後を生きる経験を個別テー
マ毎に記述する。文章中において、個別テーマ＜＞は、研究協力者の語りは斜字、補足は（）
で表す。 
1） A 氏の経験 
































































































































































2） B 氏の経験 
 B 氏は、80 歳女性で、糖尿病による左下肢切断により要介護 2、車イス生活である。ま











































































































































































































































3） C 氏の経験 
 C 氏は 90 歳女性である。地震以前は、同じ敷地内に息子夫婦が住んでおり、生活を支え


































































































































































4） D 氏の経験 





























































































































しかし、D 氏の 90 年の人生の中の出来事の 1 つとして考え、位置づけていくことを通し

























5） E 氏の経験 







































































































































































































6） F 氏の経験 
 F 氏は 86 歳の女性であり、災害前は釣り堀を経営していた。20 年前に脳梗塞の既往があ

































くわん 2 切れに、今あの北海道の見ても、思い出す。 
トイレが不自由だったんですたい、もう。○○体育館に、こう廊下に寝とって。真っ
暗だったとこ、むこさ渡って、トイレに行った。遠かった。それももう、腰かけるとこ
が 4 つぐらいしかなかった。トイレも並んだ。 
















































































7） G 氏の経験 
































































G 氏は、天井と 2 階に挟まれ、肋骨のヒビ・腰部打撲のため下肢に力が入らなくなり、自
分では動くことができない状態になった。災害前は生活に支援が必要ではなく、むしろ夫の
























































































































































8） H 氏の経験 





































































































































































9） I 氏の経験 
I 氏は、87 歳の女性で夫と二人暮らしである。地震前はピンピンしていたと語るほど元




















































































































































































































































































本研究の協力者は要支援 1 から要介護 2 であり、要介護高齢者を対象としながら、認知レ
ベルに問題がなくコミュニケーションを図ることができるという研究対象者の要件により、
介護度が高い要介護高齢者のデータを収集することができなかった。そのため、本研究結果
は、要介護高齢者のうち要支援 1 から要介護 2 の要介護高齢者の災害後の経験を記述した









































































































































































































































































































































































このような支援の必要性から、現在では Disaster Medical Assistance Team（DMAT）を始
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資料 1 基本属性シート 




ID  災害以前との変化 
性別 男     女  
年齢   





  現病歴 
  
現在の治療   
介護保険制度
使用の有無 
有      無  
要介護認定 要支援 1   要支援 2 




 有      無 
等級 （      ）級 
  
日常生活動作 食事 自立   部分介助   全介助 
（               ） 
 
 
整容 自立   部分介助   全介助 
（               ） 
 
更衣 自立   部分介助   全介助 
（               ） 
 
排泄 自立   部分介助   全介助 
（               ） 
 
入浴 自立   部分介助   全介助 
（               ） 
 
移動 自立   部分介助   全介助 
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研究者  兵庫県立大学大学院看護学研究科  
共同災害看護学専攻 松尾 香織 
連絡先 住所：〒673‐8588 
      兵庫県明石市北王子町 13 番 71 号 
電話： ○○○○○○       （代表） 
   E-mail: ○○○○○○ 
指導教員  兵庫県立大学大学院看護学研究科 
 教授  増野 園惠 
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回に１時間程度（長くても 1 時間 30 分）を予定しています。インタビューをさ

















資料 12 研究協力依頼書 配布（研究協力者 2） 
 
 











3. お話を伺う時間は 1 回につき 1 時間程度（長くても 1 時間 30 分）、災害後
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資料 12 研究協力依頼書 配布（研究協力者 2） 
 
 




 この研究に関するお願いは、「同意書」とともに 本研究が終了する、平成 31
年 3 月 31 日まで、大切に保管していただきますよう、お願いいたします。 
 
研究者  兵庫県立大学大学院看護学研究科 
共同災害看護学専攻 松尾 香織 
連絡先 住所：〒673‐8588 
      兵庫県明石市北王子町 13 番 71 号 
電話： ○○○○○○       （代表） 
   E-mail: ○○○○○○ 
指導教員  兵庫県立大学大学院看護学研究科 
 教授  増野 園惠 
連絡先 住所：〒673‐8588 
      兵庫県明石市北王子町 13 番 71 号 
   電話：○○○○○○ 
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回に１時間程度（長くても 1 時間 30 分）を予定しています。インタビューをさ
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3. お話を伺う時間は 1 回につき 1 時間程度（長くても 1 時間 30 分）、災害後
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資料 6 研究協力依頼書 説明 
 





 この研究に関するお願いは、「同意書」とともに 本研究が終了する、平成 31
年 3 月 31 日まで、大切に保管していただきますよう、お願いいたします。 
 
研究者  兵庫県立大学大学院看護学研究科 
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   E-mail: ○○○○○○ 
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 教授  増野 園惠 
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